
第３回 住宅確保要配慮者対策作業部会 

 

 

                   日 時：平成２８年１２月２０日（火)  

                                            １３：３０～１６：４５ 

                    場 所：埼玉県県民健康センター大会議室Ｃ 

 

 

議     題 

 

 

１ 連携モデル部会 ―地域特性に応じた連携モデル構築事業について― 

（１）個別入居支援の事例検討 

 

（２）入居支援団体等の調査について 

 

（３）連携モデル報告書について 

 

 

２ 支援プラン検討部会 ―支援プランパッケージ化検討事業について― 

（１）事例紹介 

  ア 家賃債務保証制度 

    一般財団法人高齢者住宅財団 居住支援部 債務保証課 課長代理 榊原 潤 氏 

 

  イ 埼玉県外の自治体の各種取組 

 

（２）最低限必要な支援プランの構想、担い手となる事業者の想定 

 

 

３ その他 

（１）最近の国の政策動向 

  ア 福祉・住宅行政の連携強化のための連絡協議会 

 

  イ 新たな住宅セーフティネット制度の創設 

 

（２）安心ネットの当面の予定 

   埼玉県居住支援協議会セミナー 

   １月１７日(火)14:00～16:30 埼玉県県民健康センター 大ホール 

 

 

（裏面に配付資料一覧） 



  配付資料 

 

１－１ 個別入居支援 ケース概要 

１－２ 入居支援団体調査等の中間報告 

 

２－１ 第３回支援プラン検討部会に向けた意見集約のための照会 

２－２ 他自治体の取組状況 

２－３ あんしん居住制度 

２－４ 神奈川あんしんすまい保証制度 

２－５ 保険の概要（エイ・ワンＨＮＧ共同企業体） 

２－６ こうべ賃貸住宅あんしん入居制度 

２－７ 意見照会結果 

２－８ あんしんサポートねっと 

２－９ 最低限必要な支援プランの構想と担い手の想定（座長試案） 

２－10 鳥取県あんしん賃貸支援事業 

２－11 HOME ALSOK みまもりサポート 

２－12 埼玉県あんしん賃貸支援団体登録申請書 

 

２－13 支援プランパッケージ化検討事業作業部会報告書（案） 

 

３－１ 第１回 福祉・住宅行政の連携強化のための連絡協議会の開催について（国土交通省） 

３－２ 平成２９年度予算 大臣折衝結果（国土交通省） 

 

 

◎ 一般財団法人 高齢者住宅財団提供資料 

 １ 家賃債務保証制度のご案内 

 ２ 家賃債務保証制度利用申請書 

 ３ 家賃債務保証事務手続きの流れ 

 ４ 高齢者世帯 家賃債務保証委託申込書 

 

 家賃債務保証制度のご案内（カラーパンフレット） 

 

 エイジング イン プレイス 



資料１－１ 

個別入居支援 ケース概要 

 
16.12.20 埼玉県社会福祉士会 

 
ケース１ 障害者世帯 
支援依頼ルート 病院医療ソーシャルワーカー     埼玉県住宅課 

 
世帯の概要 

 
単身 ５０代 男性 大手企業を８月退職 
頸椎腫瘍のため現在、病院入院中 
全介助 
マンション所有 （ローン残債あり）不動産会社に売却依頼中 
現在入院中の病院を１月退院予定。その後国立リハビリテーションセンターに

転院予定。３ケ月から６ヶ月の入院 
※国リハからは退院後帰る居所がないと受け入れ（入院）できないと言われて

いる。 
妹との関係良好 
障害厚生年金申請中 

 
支援経過 面談を実施 

    
 
ケース２ 高齢者世帯 
支援依頼ルート 桜区地域包括支援センター    埼玉県社会福祉士会 

 
世帯の概要 

 
単身 ７８歳 女性 
戸建持家 
区画整理（道路拡張）のため来年３月までの転居が必要 
高齢のため一人で探せない。 
娘が東海道沿線に在住 娘の家に行きやすい京浜東北線沿線希望（浦和区等） 
１０万円から１２万円の家賃 
賃貸マンション・戸建を希望 

  



資料１－１ 

 
 
ケース 3 その他世帯 
支援依頼ルート 生活困窮者相談支援センター   埼玉県社会福祉士会 

 
世帯の概要 

 
単身 ２７歳 女性 
父母と同居していたが、父親の認知症に伴う入院、母親の浪費癖 
等に加え、父母のみが公営アパートに転居を決めるに及んで、単身での 
アパート暮らしを決意するに至る。 
本人は、最近、パートでの就労先を確保し、転居費用を貯蓄している状況であ

る。 
アパートは就労先の近隣を希望している。 
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入居支援団体調査等の中間報告 
 

２０１６年１２月２０日 

一般社団法人埼玉県労働者福祉協議会 

 

＝業務委託仕様書に基づく報告書等について＝ 

（１）入居支援団体等の調査 

（２）連携モデル報告書 

（３）支援プランパッケージ化検討委員会への報告 

 

＜個別の中間報告＞ 

（１）入居支援団体等の調査 
 当協議会で２０１３年に実施した「入居支援団体調査」を元に、行政関係、ＮＰＯ法

人、入居支援の相談を受け付けている団体の調査を行っているが、新たな団体は少ない

状況にある。 

 一方で、今回事業の中でも出てきた消費生活センター窓口や「よりそいほっとライン

（電話相談）」などの相談には、住宅関係が少なくないことも判明した。 

 また、新たな方向として、「子ども食堂」や「高齢者のコミュニィーサロン」という

形での入居者支援が行われていることも判明したが、「入居支援」・「見守り」というカ

テゴリーで整理することはできないと判断した。（福祉マターの問題として整理） 

 

①モデル地域 

 本事業の想定した「モデル地域」の入居支援事例が出てこないこともあり、「都市型・

郊外型」の区分けをなくして、「（賃貸住宅への）入居支援」と「団地における見守り支

援」に区分けして調査を進めたい。 

＝当初予定したモデル地域＝ 

◇都市型：さいたま市（浦和区、北区） 

◇郊外型：宮代町、杉戸町 

◇団地型 

 

②調査対象団体 

＊行政関係（地域包括支援センターの業務としての可能性） 

＊ＮＰＯ法人 

＊入居支援の相談を受付けている団体 

＊民生委員 

＊全国規模、または広域で「身元保証・債務保証」を行っている団体 

＊電話やインターネットによる相談機関（窓口） 
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（２）連携モデル報告書 
①個別入居支援の状況（社会福祉士会報告） 

「個別入居支援」に関しては、当初予定した「対象地域の行政窓口等からの紹介」が

なく、窓口を拡大して案内している。 

 

②今後の進め方 

 「個別入居支援」を実施する社会福祉士会と協議し、「具体事例」の分析を行う中

で、「連携モデル」のあり方について検討し、「支援プランパッケージ化検討作業部会」

に報告する。 

時期に関しては、１月のセミナーでの報告を前提として作業を進めたい。 

 

以上 

 

 

 

 

 



資料２－１

第３回支援プラン検討部会に向けた意見集約のための照会

平成 28 年 11 月

埼玉県住宅課

○ 前回は、次のような方向性で議論を進めていくことを確認しました。

・ 当ＷＧの議論における支援対象の属性は、「高齢者」とする。

・ 検討する支援プランは「家賃債務保証」「身元保証」「見守り・安否確認」とする。

○ その後、活発な議論が行われ、次のような意見が出されました。

行政等の支援

・ 市や町による公的支援は主に「見守り・安否確認」に関するものが提供されてい

る。全ての高齢者が支援の対象ではないが、有効に活用すべきものである。

・ 地域包括支援センターでは、高齢者だけでなく、地域の住民や団体からの相談に

も対応している。また、在宅高齢者への訪問など、見守り的な活動もしている。

・ 行政や民生委員、ＮＰＯなどが高齢者の見守りを行っているからといって、「身

元保証」がいらない、というものではない。

・ 支援プランに対する給付金などの福祉制度があるとよいが、現状ではほぼ皆無の

ため、今後の整備が期待される。

身元保証

・ 「身元保証」の問題は、まず本人が努力して親族等の協力を得るべきである（そ

れを実行させるには、ソーシャルワーカーなどのサポートが必要）。その結果、や

むを得ず別の方法で補うことや、家主の善意により身元保証なしで入居することも

まれにはある。

・ 「身元保証」は、家主の安心のためには必ず必要だが、それに代わる民間等のサ

ービスをほとんど知らない（使った実績がない）。

・ 公的なサービスを補う民間事業者についての情報が不足しているうえに、それら

の信用性を評価する方法がない。

家賃債務保証

・ 「家賃債務保証」については、(一財)高齢者事業財団が比較的審査が通りやすい

と聞いている。多くの自治体も取り上げており、事業内容を聞いてみたい。

費用負担

・ 支援プランを活用するときの費用負担については、本人と家主とどちらが負担す

べきとは一概には言えない。家賃債務保証を家主が行っていることもまれにある。

・ これからは、賃貸リスクを減らしたいと考える家主が積極的に支援プランの費用

を負担することも検討すべき。

・ 例えば、「見守り・安否確認」サービスを行う警備システムを導入するときに、



初期費用を家主が支払い、利用料を入居者が支払う、といったことが考えられる。

・ 支援プランの費用の一部負担を家主が行う場合に、埼玉県住まい安心支援ネット

ワークとしてホームページなどで紹介するなど、取組を評価し支援することができ

るのではないか。

○ 上記の議論を踏まえ、次回は次のような検討を行いたいと考えています。

①最低限必要な支援プランの構想、担い手となる事業者の想定

・家賃債務保証

◇(一財)高齢者住宅財団のプランの検討→【財団の担当者による説明を予定】

・身元保証

◇民間の事例、他自治体での支援プランの事例の検討→【住宅課で情報収集】

◆有料の身元保証サービスの事例の検討→【全員へ照会】

◆身元保証に代わる機能を有する社会資源の事例の検討→【全員へ照会】

◆身元保証又はそれに代わるサービスの提供の検討→【入居支援団体へ照会】

・見守り・安否確認

◆支援プランの費用を家主が負担する取組の提案【不動産団体へ照会】

②◆入居者が利用する支援プランの費用負担の軽減策【県・市町の福祉部局へ照会】

③居住支援協議会セミナー（1/17）での発表内容の確認

○ 次回、議論をとりまとめるうえで、あらかじめ上記◆について、意見照会

を行いたいと思います。

ついては、別紙回答用紙に御意見等を記入し、１２月１３日（火）までに           

御回答ください。

○ その他、御意見や支援プランに関する情報があれば、御提供ください。



第３回支援プラン検討部会

他自治体の取組状況

東京都 神奈川県 大阪府 神戸市

事業名
あんしん居住制度 神奈川あんしんすまい保証

制度（あんすまコンパクト）

大阪あんしん

住まいるサポーター

こうべ賃貸住宅

あんしん入居制度

開始時期 平成 13 年～ 平成 25 年～（28 年～） 平成 27 年～ 平成 26 年～

事業主体
（公財）東京都防災・

まちづくりセンター

（公財）かながわ住まい

まちづくり協会

エイ・ワン HNG 

共同企業体

７事業者がプランごとに

提供

利用対象者
都内在住の方すべて

※月払いは加入制限あり

県内の賃貸住宅に入居の方

※加入制限あり

家主、管理会社、入居者 市内の賃貸住宅に入居の方

対象物件

民間賃貸住宅

公営住宅

持ち家

民間賃貸住宅

公営住宅

民間賃貸住宅 民間賃貸住宅

公営住宅

見守り・

安否確認

通報装置＋生活ﾘｽﾞﾑｾﾝｻｰ

年払 54,780 円

（あんすまコンパクト）

・初回登録料 10,000 円

・月払 1,500 円

・安否確認（週 2 回）

＋100 万円まで費用保証

（原状回復、遺品整理、葬

儀費用：50 万円まで）

・安否確認(月 1 回～)

＋生活相談

・家財保険

賠償責任保険・修理費用

・現状回復費用補償

(月額家賃の2か月分まで)

例）上記 3 セットで

月払 1,370 円

通報装置＋生活ﾘｽﾞﾑｾﾝｻｰ

月払～4,000 円

別途機器設置代

葬儀・

残存家財片付け

【預託金方式】

・葬儀 308,500 円

・残存家財片付け 154,200

円

【月払い方式】

・葬儀・家財セットのみ

3,980 円／月

【預託金方式】

・葬儀/ｵﾌﾟｼｮﾝ契約～35 万円

・残存家財片付け

共同住宅 15 万円～

戸建住宅 30 万円～

連帯保証
なし（高齢者住宅財団の家賃

債務保証を紹介）

なし（高齢者住宅財団の家賃

債務保証を紹介）

あり（高齢者住宅財団の家賃

債務保証も紹介）

あり 18 万円（一括払い）

備考

・預託金方式の利用が多い

・終活のための利用が多い

・元々の月払 5,598 円～の

プランは利用実績低い

・ｺﾝﾊﾟｸﾄは 150 件超の申込

・京都市、本別町なども利用

・サービス事業者を大阪府が

公募

・連帯保証以外は家主、管理

会社が加入

・サービス事業者を（一財）

神戸すまいまちづくり公

社が公募

・連帯保証は実績なし
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資料２－７

第３回支援プラン検討部会

意見照会結果

有料の身元保証サービスの事例

サービスの提供事例や NPO 法人等のサービス事業者について知っていることがあれば

御記入ください。

＜回答欄＞

・お金さえ出せば誰の連帯保証人にもなるＮＰＯが有る。ＮＰＯ法人自体信用できない。

・有料の身元保証サービスを行っているＮＰＯや社団法人は多数あるが、信頼性を担保

できない。

・当町の町営住宅入居者については、有料の身元保証（連帯保証人）を利用している方

はおりません。また、過去に事例もなくサービス事業者の情報もありません。

・ＮＰＯ法人敬寿（東京都豊島区）の身元保証サービス

・東京都足立区社会福祉協議会で行っている高齢者あんしん生活支援事業（入院や施設

入所の保証機能など）

身元保証に代わる機能を有する制度や社会資源の事例

無料又は低料金で利用できる身元保証に代わる制度や社会資源について知っているこ

と、新たな仕組みのアイデア等があれば御記入ください。

＜回答欄＞

・高齢者がアパート等を賃借する場合、（家賃は問題ないという前提で）家主にとって心

配なのは死亡した場合の対応であると考えられる。

・市町村社会福祉協議会では、「死後の事務処理」をメニューに入れているところもあり、

家主には死後の事務処理について一定の安心料になると思われるので、関係課と連携

してこうした取組を普及させる。

・埼玉県社会福祉士会住宅 SW事業の経験では、本人の躊躇等を本人自身が克服し、勇気

を持って親族等に連絡し、緊急連絡先の了解を得た例も少なからず存在する。本人自

身への働きかけは他の方法を模索する以前の重要なステップであると考える。

・本人に関わった施設、行政、NPO 等の主要メンバーが緊急連絡先を非公式的に引き受け

てくれた例も多くは無いが存在する。

・不動産店、大家の双方又はいずれかが、「緊急連絡先不要」の決断を下してくれた例も

少なからず存在する。但し、彼らが承諾するそれ相応の環境整備（包括等の関わり等）

も重要となる。

＜身元保証＞で重要なポイントは、死去、失踪等、なんらかの理由で本人との連絡が

不能となった時に、本人になりかわり、部屋の明け渡しや荷物の処分に関する同意を

行うこと、である。（家賃保証との相違点）従って、契約書とは別に「覚書」をかわす、

ということも＜身元保証＞に代替しうることになる可能性はある。不動産業界や法律

家の意見を伺いたいところである。

【※入居支援団体
．．．．．．

向け】身元保証又はそれに代わるサービスの提供の検討

現在提供できる、又は今後提供を検討したい身元保証又はそれに代わる（補う）サー

ビスがあれば御記入ください。

＜回答欄＞

・福岡市居住支援協議会の取組（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを活用した保証人や緊急連絡先の補完）

・公益財団法人 東京都防災・まちづくりセンターのあんしん居住制度



【※不動産団体
．．．．．

向け】支援プランの費用を貸主が負担する取組の提案

現在提供できる、又は今後提供を検討したい、家主側が一部費用を負担する支援プラ

ンがあれば御記入ください。（アイデアでも結構です）

＜回答欄＞

・空室が多く見受けられるので（礼金等は０の物件が多い）空室にしておくよりは、家

賃の半分位の負担ならば家主も負担すると思われます。ですが、高齢者の保証会社が

難しい。

・身元保証ではありませんが先日、不動産業者で有料の見守りサービスの提供をしてい

る業者が有りましたので、お話を伺い資料をいただいてきました。（→次回資料を持参）

【※県・市町の福祉部局
．．．．．．．．．

向け】入居者が利用する支援プランの費用負担の軽減策

現在実施している、又は今後実施を検討したい、行政や福祉団体が支援プランの利用

料金の一部を負担する制度があれば御記入ください。）

＜回答欄＞

・直接料金の一部負担となっている制度ではないが、県社会福祉協議会が（市町村社会

福祉協議会に委託）「安心サポートねっと」で、日常的金銭管理（家賃・地代の支払い）

の援助を高齢者等に対し実施している。（高齢者が社会福祉協議会に利用料を支払ってい

るが、定額である）

その他、御意見や支援プランに関する情報がありましたら、御自由にお書きください。

＜回答欄＞

・高齢者が亡くなった場合、役所等公的機関で次の高齢入居者の斡旋があれば、引き続

いて貸すことができるので（ただし死亡後の処理もやっていただく条件付き）良いと

思います。直接公的機関と契約したいが、事情もあると思いますので…。

・空き家を活用できないか。家主は、県や市町から空き家に対する税金・維持管理等に

優遇措置を付与され、入居支援団体等が身元保証に準ずる見守りサービスを作成し、

一定の監督をすることを条件に低料金で使用させる。

・プランパッケージの中に取り入れる家賃保証会社については以下の２点の対応ができ

ないか検討願いたい。

①標準契約書の確認

※違法性のある約定や公序良俗に反する取り決めが盛り込まれていないかの確認

②行政による家賃保証会社の査定

※過去の事故歴、財務状態、経営状態を点数化しての査定

・＜身元保証＞の概念は、やや不安定である、と考えます。賃貸借契約時に問われるの

は①家賃支払い保証（連帯保証人もしくは「保証会社」）②緊急連絡先（前述の通り）

の二つであり、その他の経費が発生した場合（ハウスクリーニング、修繕等）にはま

ずは本人が預けた敷金、それで不十分な場合は本人又は①への請求が基本です。ここ

が整理されていませんと、議論が混乱するように思います。
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資料２－９

第３回支援プラン検討部会

最低限必要な支援プランの構想と担い手の想定（座長私案）

■ これまでの議論を通じて見えてきた方向性

１ 既存の公的サービスの有効活用

市町や社協、包括等が提供するサービスをより活用しやすくする工夫が必要。

２ 安心ネットとして提供・案内できる支援プランの必要性

「高齢者」向けの「見守り・安否確認」と「家賃債務保証」については、今後安心

ネットとして支援プランを提供又は案内していくべきではないか。

３ 利用料の負担のあり方の検討

空き家対策として高齢者を積極的に受け入れようとする場合など、支援プランの料

金を家主側が一部負担し、その取組を安心ネットが周知する仕組みが考えられないか。

４ 「身元保証」のあり方の検討

現時点では最適な支援プランが想定できていないが、円滑入居には欠かせない要素

なので、新たな取組や補完する仕組みを検討していく必要がある。

■ 方向性から探る具体案の例（今後の検討項目として）

１ 既存の公的サービスの有効活用

・各市町、社協、包括等が提供するサービスを整理し、情報共有する。

・「家賃債務保証」の提供事業者として、（一財）高齢者住宅財団を案内する。

２ 安心ネットとして提供・案内できる支援プランの必要性

３ 利用料の負担のあり方の検討

・比較的安価で利用できる下記のような支援プランについて、提供・案内を検討する。

・併せて、①利用料の一部を家主側が負担する仕組み、②支援プランが利用できる物

件を扱う仲介業者を広く紹介する仕組み、など普及方法について検討する。

支援プランの内容の例 担い手（事業者）の例

安否確認（電話利用：週2 回）

※費用補償（原状回復、遺品整理、葬儀費用）

を含む

ホームネット(株)など

安否確認（通報装置・生活ﾘｽﾞﾑｾﾝｻｰ）

※機器買取り方式は利用料が低い

※月払のみやレンタル方式は利用料が高い

ALSOK 埼玉(株)など

４ 「身元保証」のあり方の検討

・案①：担い手を「埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度」の「入居支援団体」として

登録する。（※現在の安心ネット会員が担い手となる場合を想定）

・案②：保証内容や利用料等の要件を安心ネットが示し、公募等で担い手を決める。





高齢者、障がい者、外国人、若者、子育て世帯の方等の
住まい探しを応援します。

あんしん賃貸
支援事業

鳥取県

賃貸住宅のさまざまな不安を解消して

「貸したい」と「借りたい」を

つなぎます

鳥取県居住支援協議会

　高齢者、障がい者、外国人、若者、子育て世帯の方等の入居の相談を受付ける（裏面をご覧ください。）ほか、あん
しん賃貸支援事業に協力する不動産店、賃貸住宅を登録し、公開しています。
　登録情報は、鳥取県居住支援協議会のホームページ（http://www.tottori-kyoju.com）で公開しているほか、宅建
協会が運営するイエとち鳥取（http://www.ietoti.jp）でもご確認いただけます。

　家賃の不払いに対する貸主の不安感を解消するなど、高齢者、障がい者、子育て世帯の方等の入居を支援する制
度です。（一財）高齢者住宅財団の家賃債務保証制度では、月額賃貸の35%の保証料で2年間、滞納家賃や原状回復
費用などの保証を行います。（詳しくは、高齢者住宅財団（0120-602-708）又は鳥取県居住支援協議会事務局にお尋
ねください。）

　鳥取県居住支援協議会は、県、市、一部の町、不動産関係団体及び福祉関係団体等で構成する、住宅セーフティ
ネット法に基づく協議会です。あんしん賃貸支援事業や住宅・福祉部会活動を通して、誰もが安心して暮らせる地域
づくりを目指しています。

空室情報を提供
したいときは？

家賃が
支払われなく
なるのが不安

高齢を理由に
入居を断られる

のでは…

車椅子で入居できる？
相談できる

不動産店は…

保証人が
見つからない…

あんしん賃貸支援事業は、鳥取県居住支援協議会が実施しています。あんしん賃貸支援事業は、鳥取県居住支援協議会が実施しています。

家賃債務保証制度の情報を提供します。 家賃債務保証制度の情報を提供します。 

借りたい方貸したい方

高齢者・障がい者・外国人・若者・子育て世帯の方等の入居に協力する
不動産店や賃貸住宅を登録します。

入居者に
突然事故が起きたら

どうしよう…
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あんしん賃貸支援事業とは

支援の対象となる方

高齢者・障がい者・外国人・若者・子育て世帯等のみなさまへ
「あんしん賃貸支援事業相談員」が事業への問い合せや入居のご相談などをお受けしています。

分からないこと、不安なことなどがありましたら、ぜひお気軽にお問い合わせください。

また、あんしん賃貸支援事業に協力する『あんしん賃貸住宅協力店』や、連携する福祉関係の窓口等でも
住まい探しのお手伝いをしています。福祉関係窓口（協議会会員）の連絡先はホームページでご覧いただけます。

家主・不動産店のみなさまへ
　あんしん賃貸支援事業では事業対象者の方の入居に協力する不動産店を『あんしん賃貸住宅協力店』、入居
を受け入れる民間賃貸住宅を『あんしん賃貸住宅』として登録し、広く情報提供を行っています。
　行政や福祉関係者等と連携することで、安心して住宅の確保に配慮を要する方に入居いただくことができるた
め、物件の有効活用が可能となり、また同時に地域社会に大きく貢献することができます。
　住居支援の配慮を必要とされている多くの方が地域で安心して暮らしていくためには、皆様のご理解とご協力
が必要です。ぜひ、『あんしん賃貸住宅協力店』、『あんしん賃貸住宅』として登録をお願いします。

協議会に登録申請
●不動産店登録の場合、所属する

不動産団体を経由
●住宅登録の場合は家主又は家主

の了解を得た不動産店が申請

協議会事務局（（公社）
鳥取県宅地建物取引業
協会内）が申請内容を
審査し、登録

●協議会ホームページ
●イエとち鳥取ホームページ
●協議会会報等に掲載
●相談員による相談対応時、広報活動での

登録リストの利用

　登録申請の様式は、鳥取県居住支援協議会事務局でお渡ししているほか、協議会のホームページ
（http://www.tottori-kyoju.com）でもダウンロードすることができます。

　賃貸住宅を経営する家主・不動産店の方々と県・市町村・福祉関係者等が連携して、高齢者、障がい者、外国
人、若者、子育て世帯といった『住宅の確保に配慮を要する方』の住まいの確保と安定を支援する制度です。
　借りたい方と貸したい方の双方が抱える不安や困りごとを解消し、賃貸住宅へ安心して入居できるよう、必要
な環境整備を行うことを目的としています。

　次の方であって、家賃を適正に支払い、自立した日常生活を送ることが可能な方を対象として、賃貸
住宅への入居を支援します。
　○高齢者　○障がい者　○外国人　○若者　○子育て世帯等の住宅の確保に困っている方すべて

担当地域 事務所所在地 専用電話・メールアドレス 相談時間

西 部
（米子市・境港市・西伯郡・日野郡）

鳥取市川端2丁目125（鳥取県不動産会館１Ｆ）
宅建協会東部支部

倉吉市東厳城町120-2（ヨコジュウビル３Ｆ）
宅建協会中部支部

米子市目久美町34-17
宅建協会西部支部

℡ ０９０－７１３５－３６８６
anshin-e@tottori-takken.or.jp

℡ ０８０－１９４９－３９２０
anshin-w@tottori-takken.or.jp

月～金曜日の
午前9時から午後5時

（祝祭日を除く。）

『あんしん賃貸住宅協力店』『あんしん賃貸住宅』登録方法

（公益社団法人鳥取県宅地建物取引業協会内）

問い合わせ先

登録申請 登　録 公　開

東 部
（鳥取市・岩美郡・八頭郡）

中 部
（倉吉市・東伯郡）

〒６８０ ００３６　鳥取市川端二丁目１２５
電話：0857-23-3569　ファクシミリ：0857-27-1854
ホームページ　http://www.tottori-kyoju.com
Eメール　info@tottori-kyoju.com

鳥取県居住支援協議会事務局

ご相談ください

●県庁

●裁判所

●
遷喬小

山陰合銀
●　

●県立
図書館

●
市役所

●パレットとっとり大丸
●
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年　　　　月　　　　日

（あて先）

役職

氏名

郵便番号

都道府県名

市区町村名

町名

丁目、番地

ビル名・階数

支援の対象者

□高齢者世帯　　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　  □低所得者

詳細（または特記事項）

協定締結先（県又は市区町村名）

備考（沿革、主な活動内容、
団体の特徴など）

電話番号 　　　　　　　　　　－　　　　　　　－

ＦＡＸ番号 　　　　　　　　　　－　　　　　　　－

ＵＲＬ（ホームページ）

担
当
者

氏　　　名

Ｅ－ｍaｉｌ

団体種別
公益法人　・　社会福祉法人　・　特定非営利活動法人　・　医療法人　・　任意団体　・
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

住    所

〒    　　　  -

別記様式３(１／３ページ)

埼玉県あんしん賃貸支援団体登録申請書（新規登録）

　埼玉県都市整備部住宅課長　

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　

名　　　　　　称

代 表 者

資料２－１２



支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

入
居
後
の
支
援

５
電話相談等
（訪問も含
む）

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

４
その他入居前
の支援

たとえば住宅さがしの随行・家賃債務保証など

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

たとえば住宅さがしの随行・家賃債務保証など

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

（外国人世帯
を対象）

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

３
生活ルール・
市場慣行につ
いての説明

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

支援の分類

入
居
前
の
支
援

１
契約手続きの
立会い

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

２
通訳派遣

別記様式３(２／３ページ)



支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

支援の名称
特別な名称がなければ記入不要

支援の内容

費　　　用

対象エリア（市区町村）

対象者

一 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者

二 同実施要綱第３０条第２項の規定により登録を取り消され、その取り消しの日から起算して１年を経過しない者

三 営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が前二号のいずれかに該当するもの 

四 暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者

五 法人であって、その役員のうちに第一号、第三号又は第四号のいずれかに該当する者があるもの 

六 法人以外であって、その使用人のうちに第一号、第三号又は第四号のいずれかに該当する者があるもの 

七

八 暴力団員等がその事業活動を支配する者

登録番号

支援団体で法人であるものが第３０条第２項の規定により登録を取り消された場合において、その取消しの日に支援団体の役員等
であった者でその取消しの日から１年を経過しないもの

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

備　考　（対象エリアの補足など）

○埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度実施要領第２６条第１項各号に掲げる者に該当しない旨

　私は、埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度実施要綱第２６条第１項各号（以下を参照）に掲げる者に該当しません。

登録年月日 　　　　年　　　　月　　　　日

９
その他入居後
の支援

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

８
緊急時の対応 無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

別記様式３(３／３ページ)

６
トラブル等の
対応

無料　・　有料（　　　　　　　　　　　　　　円）

□高齢者世帯　□障害者世帯　　□外国人世帯　　　　□子育て世帯
□被災者世帯　□失業者世帯　　□ＤＶ被害者世帯　　□生活保護世帯　□低所得

７
状況観察・医
療機関との連
絡





埼玉県住まい安心支援ネットワーク

住宅セーフティネット部会

平成28年度事業

1

支援プランパッケージ化検討事業
作業部会 報告書（案）



これまでの経緯

平成２７年度事業の
結果と課題

平成２８年度事業の
方向性

 住宅確保要配慮者の円滑
な入居を促進するために
は、利用しやすい支援プ
ランの提供が必要

 生活・見守り支援プラン
の事例を収集し、その
パッケージ化を検討する

2

 居住支援協議会が推奨す
る具体的な支援プランが
ない

 多様な民間事業者が提供
する支援プランの情報が
乏しく、利用にリスクを
伴う

 居住支援協議会として提
案できる支援プランの内
容と、その普及方法を検
討する

支援プランパッケージ化
検討事業の実施



支援プランパッケージ化検討事業

3

事業目的

安定した賃貸借契約に最低限必要とされる、生活支援
や見守り支援のあり方を検討し、将来的に居住支援協
議会として具体的に支援プランを提供することを想定
し、事業者団体や入居支援団体、自治体等による住宅
確保要配慮者の円滑入居に向けた取組を促進する。

検討方法
事業者団体や入居支援団体、自治体等の実務担当者の
参加による作業部会を構成
 座長：埼玉県住宅課、副座長：㈱大和不動産

「連携モデル構築事業」で対象地域となっている、
さいたま市、宮代町、杉戸町の住宅・福祉の担当者も
参加



支援プラン検討作業部会

4

構成員

事業者団体
 埼玉県宅地建物取引業協会

 全日本不動産協会埼玉県支部

 日本賃貸住宅管理協会埼玉県支部

入居支援団体
 埼玉県労働者福祉協議会

 埼玉県社会福祉士会

自治体等
 さいたま市（住宅政策課、高齢者福祉課、浦和区役所）

 宮代町（まちづくり建設課、福祉課）

 杉戸町（建築課、高齢介護課）

 埼玉県（住宅課、福祉政策課、社会福祉課、高齢者福祉課）

 埼玉県住宅供給公社（安心ネット事務局）

資
料
２
－
１
３



支援プラン検討作業部会（第１回）

5

開催日 平成28年8月31日

参加者 23名

検討事項

過去に収集した事例や取組の紹介

市町が実施している支援の紹介

入居時・入居中の課題の抽出

対策が必要なパターンの検討
 入居者の属性の検討

 支援プランの検討

入居者属性と支援プランの

絞り込み



支援プラン検討作業部会（第１回）

6

検討結果

入居時・入居中の課題
 身元保証がない方、緊急連絡先のない方は、入居が困難

 生活保護世帯は、家賃の代理納付があれば入居は問題ない

 生活指導が必要な方（外国人、障害者、一部の生活保護世
帯）は、トラブルが多く、家主の負担も大きい

 病気（精神疾患含む）の方、高齢者の方は、万が一の時に
だれかがすぐ対応してくれると安心できる

 すべての課題を一挙に解決する方法はなかなかない

 市町が提供する高齢者の見守り・安否確認は、すべての方
が対象となるわけではない→対象を増やせないか



支援プラン検討作業部会（第２回）
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開催日 平成28年10月18日

参加者 26名

検討事項

検討対象とする入居者属性と支援プランの確定
 事前のアンケートを基に選定

公的サービスとそれを補う民間サービスや社会資源
の想定
 市町の提供するサービスと補完し合うサービスとは

サービスを受ける側が負担すべき適正な費用の検討
 入居者が負担する費用とその限度

 家主が負担する場合とは

 公的な負担軽減の支援は



支援プラン検討作業部会（第２回）
検討結果①

検討対象とする入居者属性と支援プランの確定

8

検討の対象としたい属性 回答数

１ 高齢者 10

２ 障害者 4

３ 外国人 2

４ その他 1

検討対象とした属性に必要な支援プラン 回答数

１ 手続き同行 4.5

２ 成年後見人 4.5

３ 契約時等の通訳 2

４ 契約内容や生活ルールの説明 6

５ 家賃債務保証 6

６ 身元保証（公的なサポート等を含む） 7

７ 見守り・安否確認 9

８ 葬儀・家財整理 4

９ 生活相談 4.5

10 医療機関等との連絡 4.5

11 その他 0

支援プランは「家賃債務保証」
｢身元保証｣「見守り･安否確認｣
とする

入居者属性は「高齢者」とする



支援プラン検討作業部会（第２回）
検討結果②

9

公的サービスとそれを補う民間サービスや社会資源

公的サービスとの補完関係にある民間サービスや社
会資源は明確にはなっていない。
 地域包括支援センターが地域からの問合せに応じて情報を
提供する役割を持っているが、随時見守りをしているわけ
ではなく、まして身元保証に代わるものではない。

 「連携モデル構築事業」において、地域の社会資源を発掘
しようとしているが、まだ状況がわかっていない。

そもそも、民間サービスの実態がわかっていない。
 様々な民間事業者があり、信用できるのか不安

 「身元保証」は、提供事業者が少ない



支援プラン検討作業部会（第２回）
検討結果③

10

サービスを受ける側が負担すべき適正な費用の検討

入居者の負担を軽減する公的な支援は整っていない。
 低所得の高齢者世帯は、高額の負担には耐えられない

 現状では、入居者の費用負担への公的な助成制度はない

 生活困窮者自立支援事業などの支援には、居住支援に関す
るメニューがまだない

費用負担については、様々な考え方がある。
 家主がリスクを軽減するために自ら負担することがある

 空き家対策など、家主が積極的に入居を進めたい場合の
ツールとなる可能性はある



支援プラン検討作業部会（第３回）
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開催日 平成28年12月20日

参加者 名

検討事項

支援プランを提供している事業者からの事例紹介

最低限必要な支援プランの構想

担い手となる事業者の想定

入居者が利用する支援プランの費用負担の軽減策



支援プラン検討作業部会（第３回）
検討事項①

12

支援プランを提供している事業者からの事例紹介

事例１（高齢者住宅財団）

事例２（東京都、神奈川県、神戸市）



支援プラン検討作業部会（第３回）
検討事項

13

最低限必要な支援プランの構想

担い手となる事業者の想定

入居者が利用する支援プランの費用負担の軽減策

検討結果



支援プラン検討作業部会（まとめ）
まとめ①

14

埼玉県における支援のあり方



支援プラン検討作業部会（まとめ）
まとめ②

15

最低限必要な支援プラン

支援の主体（事業者）

費用負担の考え方

今後の事業展開



支援プラン検討作業部会の成果と課題

16

成果

埼玉県内の高齢者の居住の安定には「見守り」支援
が必要である、という共通認識ができた。

具体的な属性を想定した支援プランの検討を通じて、
安心ネットとして実際にプランを提供・案内するイ
メージを持つことができた。

事業者団体と入居支援団体、自治体による議論を経
て、より緊密な連携が図られた。

 課題

協議会として提供・案内できる支援プランについて、
次年度以降具体的に検討していく必要がある。

様々な属性の方に対応するには、より広範な関係団
体を取り込んだ活動を展開する必要がある。











家賃債務保証制度のご案内
一般財団法人 高齢者住宅財団

高齢者世帯・障害者世帯・子育て世帯・外国人世帯等が賃貸住宅に入居する際の家賃債務等を、高齢者住宅

財団（以下「財団」）が保証し、賃貸住宅への入居を支援する制度です。

財団が当該世帯の連帯保証人になることにより、賃貸住宅の経営者は家賃の不払いに関する不安がほとんど

無くなり、安心して入居いただくことが可能となります。

家賃債務保証制度の概要

１．対象住宅 対象世帯の入居を敬遠しないものとして、財団と家賃債務保証制度の利用に関する基本約定を

締結した賃貸住宅

２．対象世帯  (1)高齢者世帯：６０歳以上の者、または要介護・要支援認定を受けている６０歳未満の者

（同居者は、配偶者、６０歳以上の親族、要介護・要支援認定を受けている６０歳

未満の親族等に限る）

(2)障害者世帯：障害の程度が次に該当する者が入居する世帯

①身体障害：１～６級、②精神障害：１～３級、③知的障害：精神障害に準ずる

(3)子育て世帯：１８歳以下の扶養義務のある者が同居する世帯

（収入階層の５０％未満の世帯に限る）

(4)外国人世帯：在留カード又は特別永住者証明書（いずれかにみなされる外国人登録証明書を

含む）の交付を受けた者が入居する世帯

(5)解雇等による住居退去者世帯：平成 20 年 4 月 1 日以降、解雇等により住居から退去を余儀なくされ

た世帯（その後の就労等により賃料を支払える収入があるものに限る）

３．保証の対象 (1)滞納家賃（共益費及び管理費を含む）

(2)原状回復費用および訴訟費用

※(1) (2)ともに、家賃滞納が発生し賃貸住宅を退去する場合に限ります。

４．保証限度額 (1)滞納家賃：月額家賃の１２ヶ月分に相当する額

(2)原状回復費用および訴訟費用：月額家賃の９ヶ月分に相当する額

５．保証期間   原則２年間ですが、賃貸借契約期間に合わせて変更可能です。更新も可能です。

６．保証料    ２年間の保証の場合、月額家賃の３５％を契約時にお支払いいただきます。（原則入居者負担）

            ※これは２年分の家賃の約１．５％の負担に相当します。

○「制度普及協力費」として、保証契約成立１件につき２,０００円を貸主または管理者にお支払いします。

利用方法

①基本約定の締結

賃貸住宅の貸主・管理者と財団の間で、保証の利用に係る基本約定をあらかじめ締結します。裏面の「家

賃債務保証制度利用申請書」に必要事項をご記入の上、ご使用の賃貸借契約書（見本）とともに、郵送

またはＦＡＸにて財団に申請してください。

内容を確認後、基本約定書および「家賃債務保証委託申込書」等の関係書類を送付します。

※基本約定の締結手続きは、貸主または管理者に行っていただきます。費用は、印紙代(200 円)以外は無料です。

②保証の申込み、保証の開始

①の手続き完了後、実際に保証対象世帯の入居希望があった際に、貸主・管理者から当該世帯に対し保

証制度の説明を行っていただいたうえで、「家賃債務保証委託申込書」を用いて保証の申込みを行いま

す。（①の基本約定の申請と、②の個別の保証委託申込を同時に行うことも可能です。）

審査のうえ、財団から引受可否の回答を差し上げますので、引受可の場合は保証料をお支払いいただき、

保証契約が開始となります。

※個別の保証委託申込手続きは、貸主または管理者を経由して行っていただきます。

ご注意

●保証の履行は、入居者が退去し、債務が確定してから行います。

●滞納家賃等について保証を履行し、入居者に代わって財団が貸主に支払いを行った場合は、後日、入居者に

は財団に対して支払い分及び損害金を弁済していただきます。

資料 １



対象世帯

　（対象とする世帯を○で囲ってください。複数可。）

　下記賃貸住宅について、上記対象世帯の入居を敬遠しないこととしますので、貴財団の家賃債務保証

フリガナ

住 所

ＴＥＬ

フリガナ

フリガナ

住 所

ＴＥＬ

フリガナ

氏 名

　　法人の場合は会社名をご記入ください。

　　賃貸住宅の入金・督促・入退去手続き等、管理を委託している場合は、賃貸人・管理者連名で申請してください。

 １．登録あり
 ２．登録なし

フリガナ

    サービス付き高齢者向け住宅の登録の有無について、１ 又は ２ のいずれかに○を付けてください。

    居住支援協議会への住宅情報の登録の有無について、１ 又は ２ のいずれかに○を付けてください。

    家賃に共益費・管理費を加えた金額の最低額・最高額を万円単位でご記入ください。

    家賃債務保証制度が利用できる賃貸住宅であることを、当財団ホームページ等で外部へ情報提供することについ
　　て、ご意向をご記入ください。

　一般財団法人 高齢者住宅財団
　〒104-0032　東京都中央区八丁堀二丁目２０番９号 京橋第八長岡ビル
　TEL：０３-３２０６-５３２３　　FAX：０３-３２０６-５３２２

（賃貸人または管理者）

宅　建　免　許　番　号

氏 名                             

家賃債務保証制度利用申請書
　　　年 　　月 　　日

一般財団法人高齢者住宅財団　御中

　　高齢者世帯 ・ 障害者世帯 ・ 子育て世帯 ・ 外国人世帯 ・

制度を利用したく、基本約定の締結を申請します。

申　請　者 印　

宅　建　免　許　番　号

                           

賃貸人

〒□□□－□□□□

－　　　　－ ＦＡＸ －　　　　－

大臣・知事（　　）第　　　　号

賃 貸 住 宅 の 内 容 

大臣・知事（　　）第　　　　号

管理者

〒□□□－□□□□

－　　　　－ ＦＡＸ －　　　　－

造 階　　数 階建

物　件　名 賃貸住宅の戸数
戸

賃貸住宅の位置 〒□□□－□□□□

送付先
（郵送またはFAX）

建 設 年 月 年　　　　　月

所有・転貸の別 所有物件　・　転貸物件　

　　情報提供について 同意します　・　同意しません

　「サービス付き高齢者向け住宅」
   の登録

 １．登録あり
 ２．登録なし

　「居住支援協議会」への
   住宅情報の登録

添付資料
〇物件で使用する賃貸借契約書（白紙のひな形）
〇転貸物件の場合は、転貸契約書も添付してください。
〇居住支援協議会へ登録された物件の場合は、登録が確認できる書類

賃料概算額 万円～　　　　万円 住戸面積 ㎡～　　　　　　㎡

構 　　　造

解雇等による

住居退去者世帯
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＜家賃債務保証事務手続きの流れ＞ （ＦＡＸ可能 ）

借主 貸主 高齢者住宅財団
(入居高齢者等) (含管理業者) （含事務委託先）

１．基本約定書締結 制度利用申請書

基本約定書
関係書類

（保証申込書等）

２．保証申込
(入居申込時) (1)保証仮申込

保証申込書
保証申込書

仮申込みへの回答

(2)保証本申込

保証申込書
保証料

保証引受証
保証料領収証

(3)入居確認
入居確認書類

入居確認通知

３．保証更新

４．滞納発生・保証金支払
(1)家賃滞納発生
　①滞納１ヶ月 （支払督促）

　②滞納２ヶ月 （支払督促）
滞納通知

　③滞納３ヶ月以降 支払催告
賃貸借契約解除通知

明渡請求

滞納通知
催告等した旨通知

(2)保証金支払 （契約解除）
(退去・明渡) 保証金請求書類

（保証金支払）

５．保証金債権の求償・弁済
（求　償）

（弁　済）

(貸主(管理業者)を通
じ保証申込）

（賃貸借契約雛型添付）

　更新時の２・３ヶ月前に手続きを行う
　更新申込手続きは本申込に同じ（ＦＡＸ申込は無し）
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